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(57)【要約】
　エアロゾル形成基体を気化するように構成された気化
器と、気化器に接続された電池と、電池から気化器への
電力供給を制御するための制御回路と、装置の使用記録
を格納するためのメモリーと、ユーザーに信号を発する
交換インジケータとを備える、エアロゾル発生装置。制
御回路は、電池端子間で測定された電圧を閾値電圧と比
較し、エラー信号を発生して、動作サイクル中に測定さ
れた電圧が閾値電圧より低い場合に、使用記録を更新す
るように構成されている。制御回路は、使用記録にアク
セスし、使用記録のステータスに応じて、交換インジケ
ータを起動するように構成される。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　エアロゾル発生装置であって、
　　エアロゾル形成基体を気化するように構成された気化器と、
　　前記気化器に接続された電池と、
　　前記電池から前記気化器への電力供給を制御するための制御回路と、
　　前記装置の使用記録を格納するためのメモリーと、
　　ユーザーに信号を発する交換インジケータとを備え、
　　ここで、前記制御回路は、電池端子間で測定された電圧を閾値電圧と比較し、動作サ
イクル中に前記測定された電圧が前記閾値電圧よりも低い場合にエラー信号を生成して前
記使用記録を更新し、また前記制御回路は前記使用記録にアクセスし、前記使用記録のス
テータスに応じて前記交換インジケータを起動するように構成されている、エアロゾル発
生装置。
【請求項２】
　前記気化器が、前記エアロゾル形成基体を加熱するように構成された少なくとも一つの
発熱体を含むヒーターを備える、請求項１に記載のエアロゾル発生装置。
【請求項３】
　前記使用記録が前記装置の所定数の動作サイクルに限定される、請求項１または２に記
載のエアロゾル発生装置。
【請求項４】
　前記使用記録が最新の３０回未満の動作サイクル、好ましくは最新の２０回の動作サイ
クル、より好ましくはおよそ最新の１６回の動作サイクルに限定される、請求項２に記載
のエアロゾル発生装置。
【請求項５】
　前記制御回路が、前記使用記録内に格納されているエラー信号の合計数が閾値エラー値
と等しいかそれを超える場合に前記交換インジケータを起動するように構成されている、
請求項１～４のいずれか１項に記載のエアロゾル発生装置。
【請求項６】
　前記閾値エラー値が少なくとも１、好ましくは２～１６、より好ましくはおよそ１６で
ある、請求項５に記載のエアロゾル発生装置。
【請求項７】
　前記測定された電圧が前記閾値電圧より低い場合に前記制御回路が前記発熱体への電力
供給をゼロに減少させるように構成されている、請求項１～６のいずれか１項に記載のエ
アロゾル発生装置。
【請求項８】
　前記装置がデータ出力手段を含み、また前記制御回路が前記使用記録を前記データ出力
手段に提供するように構成されている、請求項１～７のいずれか１項に記載のエアロゾル
発生装置。
【請求項９】
　請求項１～８のいずれか１項に記載のエアロゾル発生装置と、エアロゾル形成基体を含
む１つ以上のエアロゾル形成物品とを備え、前記１つ以上のエアロゾル形成物品が前記エ
アロゾル発生装置のくぼみ内に受けられるように構成されている、エアロゾル発生システ
ム。
【請求項１０】
　制御回路を使用してエアロゾル発生装置を制御する方法であって、前記装置が、
　　エアロゾル形成基体を気化するように構成された気化器と、
　　前記気化器に接続された電池と、
　　前記電池から前記気化器への電力供給を制御するための制御回路と、
　　前記装置の使用記録を格納するためのメモリーと、
　　ユーザーに信号を発する交換インジケータとを備え、
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　　前記方法が、
　　前記装置の動作中に前記電池端子間で測定された電圧を閾値電圧と比較する工程と、
　　動作中に前記測定された電圧が前記閾値電圧よりも小さい場合にエラー信号を生成す
る工程と、
　　前記エラー信号により前記使用記録を更新する工程と、
　　前記使用記録にアクセスする工程と、
　　前記使用記録のステータスに応じて前記交換インジケータを起動する工程とを含む、
方法。
【請求項１１】
　エアロゾル発生装置用の電気回路であって、前記装置が、
　　エアロゾル形成基体を気化するように構成された気化器と、
　　前記気化器に接続された電池と、
　　前記電池から前記気化器への電力供給を制御するための制御回路と、
　　前記装置の使用記録を格納するためのメモリーと、
　　ユーザーに信号を発する交換インジケータとを備え、
　　前記電気回路が請求項１０の方法を実行するように配置されている、電気回路。
【請求項１２】
　コンピュータプログラムであって、
　　エアロゾル形成基体を気化するように構成された気化器と、
　　前記気化器に接続された電池と、
　　前記電池から前記気化器への電力供給を制御するための制御回路と、
　　前記装置の使用記録を格納するためのメモリーと、
　　ユーザーに信号を発する交換インジケータとを備えたエアロゾル発生装置用のプログ
ラム可能電気回路で実行される時に、
　　前記プログラム可能電気回路に請求項１０の方法を実行させる、コンピュータプログ
ラム。
【請求項１３】
　コンピュータ可読記憶媒体であって、その上に請求項１２に記載のコンピュータプログ
ラムを格納するコンピュータ可読記憶媒体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本明細書はエアロゾル発生装置に関連する。特に、本発明は、喫煙物品のエアロゾル形
成基体を気化するように構成された気化器を含むエアロゾル発生装置に関連する。
【背景技術】
【０００２】
　ユーザーが吸入するためにエアロゾルを送達できる手持ち式のエアロゾル発生装置の需
要が増えている。具体的な一つの分野は、エアロゾル形成基体を燃焼することなく、エア
ロゾル形成基体が加熱されて揮発性の風味化合物を放出する加熱式の喫煙装置用である。
放出された揮発性化合物は、エアロゾル内でユーザーに運ばれる。
【０００３】
　エアロゾル形成基体を加熱することによって動作する任意のエアロゾル発生装置には、
発熱体が含んでいなければならない。喫煙物品のエアロゾル形成基体を加熱するためのよ
く知られた一つのタイプのエアロゾル発生装置は、電気ヒーターを固体エアロゾル形成基
体に挿入し、装置に含まれている電池から電力をヒーターに供給することによって作動す
る。ところが、電池の寿命は有限であり、また時間経過に伴って容量が低下する傾向にあ
り、このことが、電池が消耗するにつれて、ユーザーのもとに運ばれるエアロゾルの属性
が変化する原因となりかねない。
【０００４】
　電池の消耗につれて発生するエアロゾルの属性の変化が軽減されるエアロゾル発生装置
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を提供することが望ましいであろう。
【発明の概要】
【０００５】
　本発明の第一の態様では、
　　エアロゾル形成基体を気化するように構成された気化器と、
　　気化器に接続された電池と、
　　電池から気化器への電力供給を制御するための制御回路と、
　　装置の使用記録を格納するためのメモリーと、
　　ユーザーに信号を発する交換インジケータとを備えたエアロゾル発生装置が提供され
ており、
　　ここで、前記制御回路は、電池端子間で測定された電圧を閾値電圧と比較し、動作サ
イクル中に測定された電圧が閾値電圧よりも低い場合にエラー信号を生成して前記使用記
録を更新し、また前記制御回路は前記使用記録にアクセスし、前記使用記録のステータス
に応じて前記交換インジケータを起動するように構成されている。
【０００６】
　本明細書に使用される「エアロゾル発生装置」は、エアロゾル形成基体と相互作用して
エアロゾルを生成する装置に関連する。エアロゾル形成基体は、エアロゾル発生物品の一
部、例えば喫煙物品の一部としうる。エアロゾル発生装置は、エアロゾル発生物品のエア
ロゾル形成基体と相互作用してユーザーの肺にユーザーの口を通して直接吸入可能なエア
ロゾルを発生する喫煙装置としうる。エアロゾル発生装置はホルダーでもよい。
【０００７】
　「エアロゾル形成基体」という用語は本明細書で使用される時、エアロゾルを形成する
ことができる揮発性化合物を放出する能力を持つ基体に関連する。こうした揮発性化合物
は、エアロゾル形成基体の加熱により放出されうる。エアロゾル形成基体は、好都合なこ
とにエアロゾル発生物品または喫煙物品の一部でありうる。
【０００８】
　「エアロゾル発生物品」および「喫煙物品」という用語は本明細書で使用される時、エ
アロゾルを形成することができる揮発性化合物を放出する能力を持つエアロゾル形成基体
を含む物品を意味する。例えば、エアロゾル発生物品は、ユーザーの口を通ってユーザー
の肺に直接吸入可能なエアロゾルを生成する喫煙物品としうる。エアロゾル発生物品は、
使い捨てとしうる。たばこを含むエアロゾル形成基体を備えた喫煙物品は、たばこスティ
ックと呼ばれる。
【０００９】
　本明細書で使用される場合、「動作サイクル」という用語は、装置のスイッチがオンに
なった時点から、装置のスイッチがオフになる時点までの、装置の連続運転期間に関連す
る。これは、所定の時間間隔（例えば６分）でもよく、あるいは装置が要求される用量の
エアロゾルを発生するか、または所定の量のエネルギーを電池から引き出すためにかかる
時間でもよい。エアロゾル形成基体が喫煙物品の一部である場合、動作サイクルは喫煙物
品が使い尽くされるのに必要な時間と関連するものでもよく、また動作サイクルは装置の
設定された吸煙回数に関連したもの、または平均消費者の使用に基づく所定の時間でもよ
い。
【００１０】
　本明細書で使用される場合、「閾値電圧」という用語は、電池の公称電圧（通常の動作
条件下でフル充電時の平均電圧）、および動作中の電池からの電流引き込みによって公称
電圧よりも小さい動作中の電池の電圧を含む、電池特有の要因に基づき定義される所定の
電圧レベルである。さらに、閾値電圧は、要求される最小電圧に基づき、例えば、エアロ
ゾル発生装置内に存在するエレクトロニクスについて、さらに定義されうる。電子システ
ムは、その動作に必要な最小電圧を持ち、電池がその電圧を供給できない場合には、エア
ロゾル発生装置内に存在する電子構成要素の一部またはすべては、機能するとしても適切
には機能しない。不適切な機能を阻止するために、チェックシステム（例えば、回路）が
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一般に含まれ、電子システムの正しい動作にとって必要な最小要求電圧よりも高い電圧で
あることを確保する。したがって、閾値電圧は、動作中に要求される最小電圧と公称電圧
との間で設定されうる。これにより、最小要求電圧より高くてもなお動作するエレクトロ
ニクスシステムによって、システム電圧が閾値電圧を下回った時に電圧に関連した故障の
記録ができる。
【００１１】
　電池が消耗するにつれて、その内部抵抗は増大する傾向になり、その結果、電池容量が
減少する。装置の作動を開始する時点でフル充電されている場合でも、電池の容量が減少
することで動作時に電圧降下を招くことがあり、これはヒーターが主要な揮発性化合物を
その気化温度よりも高く加熱されることを阻止するのに十分に大きい。これが発生された
エアロゾルの属性を著しく変更することがある。装置は、電池端子間の電圧が閾値（本明
細書では閾値電圧という）よりも低く降下した場合に、電池によってヒーターに電力が供
給されないように構成されうる。これにより、望ましい揮発性化合物の気化を要する不満
足なユーザー体験が阻止される。ところが、ヒーターへの電力供給が阻止された時、また
はエアロゾルの属性が不利に変化した場合、ユーザーにとっては、電池の再充電が単に必
要なだけか、交換が要求されるほどに電池が消耗しているか、またはその他の故障が存在
するのか、が明瞭ではない可能性がある。また、電池はその初期の状態、環境および使用
に応じて異なるレートで消耗する。したがって、動作サイクル数を単に数えるだけでは、
電池の消耗を正確に判断するのに十分ではない。
【００１２】
　使用記録を格納・更新し、使用記録のステータスに応じて交換インジケータを起動する
ことにより、エアロゾル発生装置は、装置のその後の使用における電圧降下を追跡し、電
池の交換が必要な時にユーザーに信号を発することができる。これにより、ユーザーの負
担がなくなり、ユーザーが不必要に電池を交換することの回避に役立つ。
【００１３】
　制御回路は、測定された電圧を閾値電圧と連続的に比較するように構成されうる。別の
方法として、制御回路は、測定された電圧を閾値電圧と断続的に比較するように構成され
うる。
【００１４】
　ある一定の実施形態において、制御回路は、測定された電圧が装置の動作時全体にわた
って閾値電圧より高く維持されている場合に、「エラーなし」信号を発生して使用記録を
更新するように配置されうる。これにより、電圧の閾値を越えている間の作動と、電圧が
閾値よりも高く維持されている作動との比に基づき、制御回路は使用記録を更新できるよ
うになる。エラー信号およびエラーなし信号は、例えば、エラーなしは「０」で、低電圧
エラーは「１」といった２進コードの形態でもよい。
【００１５】
　エラー信号は、乗算器の形態でもよく、使用記録は、エラー信号が生成される度毎に数
値を乗算器によって乗算することで更新される数値としうる。例えば、使用記録は、初期
値２０を持つことができ、またエラー信号は０．５の値を持つ乗算器を持ちうる。こうし
た場合、制御回路は、使用記録が設定した閾値（例えば、１．２５）に達した時に交換イ
ンジケータを起動するように構成されうる。エラーなし信号も、エラー信号の乗算器の形
態とは異なる乗算器の形態でもよく、使用記録は、エラーなし信号が生成されるたびに数
値を乗算器によって乗算することで更新される数値としうる。
【００１６】
　別の方法として、使用記録はエラー信号の合計数の記録を含みうる。こうした場合、使
用記録は、エラー信号が生成される度毎にエラー信号の数を１だけ増加することにより更
新されうる。装置の動作サイクル中に測定された電圧が閾値電圧よりも高く維持されてい
る場合に、制御回路が「エラーなし」信号を発生させて使用記録を更新するように配置さ
れている場合、使用記録はさらにエラーなし信号の合計数の記録を含みうる。こうした場
合、使用記録は、エラーなし信号が生成されるたびにエラーなし信号の数を１だけ増加す
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ることにより更新されうる。
【００１７】
　使用記録は、装置の使用履歴全体と対応しうる。すなわち、使用記録は装置の毎回の動
作に関連するデータを含みうる。別の方法として、使用記録は所定数の装置の作動に限定
されうる。これにより、電池寿命の観点から最も重要性の低い作動（すなわち、より古い
作動）の上書き、または他の方法での削除が許容されることにより、メモリーによって要
求される格納スペースが減少する。例えば、使用記録は、最新の３０回未満の作動、最新
の２０回未満の作動、またはおよそ１６回の最新の使用に限定されてもよい。１６～３０
回の間の最近の作動についての使用記録を維持することを選択することで、様々な外部刺
激下での様々なデータが収集されうる。例えば、ユーザーの使用記録は、ユーザーがエア
ロゾル発生装置を利用する異なる環境下での電池の性能の変動を反映しうる。一例として
、ユーザーは、早朝に家では周囲温度で、朝の出勤時にバス停では低めの温度環境で、ま
たその後、職場では午前中の周囲温度で装置を使用しうる。十分な数のデータポイントを
収集することにより、偽陽性が回避されうる。
【００１８】
　使用記録がエラー信号の合計数の記録を含む場合、使用記録に格納されているエラー信
号の合計数が閾値エラー値と等しいかそれを超える場合に、制御回路は交換インジケータ
を起動するように構成されうる。閾値エラー値は、適切な任意の量としうる。例えば、閾
値エラー値は２～１６としうるが、およそ１６であることが好ましい。
【００１９】
　一つの例において、装置は１６回の作動の使用記録を保持する。使用記録に格納されて
いる１６回の作動のうち１６回すべての間に低電圧エラー信号が生成された場合、制御回
路は、インジケータを起動させて電池の交換が必要であることをユーザーに発信する。単
独、または装置による再充電サイクルの実際の数が周知の再充電閾値を超えた時など追加
的要因が装置によって記録された時、低電圧エラー信号の数は、使用記録に格納されてい
る最大作動数から１以上にさらに減少する。
【００２０】
　制御回路は、装置の使用中に電圧が閾値電圧を下回った時でも、電力をヒーターに引き
続き供給するように構成されうる。別の方法として、制御回路は、測定された電圧が閾値
電圧より低い場合に発熱体への電力供給をゼロに低下させるように構成されうる。電力供
給をゼロに低下させることは、一貫したエアロゾル形成が不可能である時、または通常の
動作サイクルよりも短い時間しか持続しないような時に、動作を阻止することにより望ま
しくないユーザー体験を阻止するために有利である。さらに、発熱体に電力供給しないこ
とにより、システムは残っている電力があれば保存し、装置のデータおよび通信（および
エラー表示）システムを維持できるようになる。
【００２１】
　装置は、データ出力手段、および使用記録をデータ出力手段に供給するように構成され
ている制御回路を含みうる。これにより、外部装置を経由して、例えばウェブアプリケー
ションを経由して、メモリー内に格納された使用記録をユーザーが使用できるようにでき
る。エアロゾル発生装置は、外部装置に接続して、使用記録が外部装置に出力されるよう
にし、また恐らくはさらにその他の外部処理またはデータ記憶装置にリレーされるための
適切な任意のデータ出力手段を含みうる。例えば、エアロゾル発生装置は、制御回路に接
続された無線通信機またはユニバーサルシリアルバス（ＵＳＢ）ソケットを含みうる。別
の方法として、エアロゾル発生装置は、エアロゾル発生装置が再充電された時に、使用デ
ータをメモリーから電池充電装置内の外部メモリーへと移動するように構成されうる。電
池充電装置は、より長時間にわたる使用データの保存用により大きなメモリーを提供でき
、また、その後で適切なデータ処理装置に、または通信ネットワークに接続できる。
【００２２】
　気化器は、エアロゾル形成基体を気化するための適切な任意の装置としうる。例えば、
気化器は圧電式または超音波式の装置としうる。別の方法として、気化器は、エアロゾル
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形成基体を加熱するように構成された少なくとも一つの発熱体を含むヒーターを備える。
【００２３】
　気化器がエアロゾル形成基体を加熱するように構成された少なくとも一つの発熱体を含
むヒーターを含む場合、装置はヒーターに結合されたヒーターマウントを含みうる。こう
した実施形態において、ヒーターマウントは、ヒーターに対して構造的な支持を提供し、
またヒーターマウントがエアロゾル発生装置内にしっかりと固定されるようにする。ヒー
ターマウントは、高分子材料を含むことができ、また有利なことに、ポリエーテルエーテ
ルケトン（ＰＥＥＫ）などの成形可能な高分子材料から形成されうる。成形可能なポリマ
ーの使用により、ヒーターマウントがヒーターの周りに成形されるようになり、またそれ
によってヒーターをしっかりと保持する。また、ヒーターマウントが望ましい外部形状お
よび寸法で安価な様式で製造されるようになる。当然ながら、セラミック材料などヒータ
ーマウントにはその他の材料を使用できる。有利なことに、ヒーターマウントは、成形可
能なセラミック材料から形成されうる。
【００２４】
　発熱体は、適切な任意のタイプとすることができ、例えばヒーターは誘導発熱体を備え
うる。別の方法として、ヒーター要素は電気抵抗性のある発熱体を備えうる。こうした実
施形態において、制御回路は、発熱体の電気抵抗を決定して、決定された電気抵抗に応じ
て発熱体に供給される電流を調節することにより、発熱体への電力供給を制御するように
構成されうる。発熱体の電気抵抗はその温度を示し、また決定された電気抵抗が目標の電
気抵抗と比較され、それに従って提供される電力が調節される。ＰＩＤ制御ループは、決
定された温度を目標温度にするために使用されうる。そのうえ、バイメタル板細片、熱電
対、または電気的に発熱体とは別個の専用サーミスタまたは電気抵抗性の要素など、発熱
体の電気抵抗を検出する以外の温度感知のための機構を使用しうる。これらの代替的な温
度感知機構は、発熱体の電気抵抗を監視することによる温度の決定に加えて、またはその
代わりに、使用しうる。例えば、発熱体の温度が許容温度範囲を超えた時に、発熱体への
電力供給を停止するための制御回路で個別の温度感知機構を使用しうる。
【００２５】
　外部発熱体は、電気抵抗性の材料を含みうる。適切な電気抵抗性の材料としては、ドー
プされたセラミックなどの半導体、「導電性」のセラミック（例えば、二ケイ化モリブデ
ンなど）、炭素、黒鉛、金属、合金およびセラミック材料および金属材料でできた複合材
料が挙げられるが、これに限定されない。こうした複合材料は、ドープされたセラミック
またはドープされていないセラミックを含む場合がある。適切なドープされたセラミック
の例としては、ドープシリコン炭化物が挙げられる。適切な金属の例は、チタン、ジルコ
ニウム、タンタルプラチナ、金および銀を含む。適切な合金の例は、ステンレス鋼、ニッ
ケル－、コバルト－、クロミウム－、アルミニウム－チタン－ジルコニウム－、ハフニウ
ム－、ニオビウム－、モリブデン－、タンタル－、タングステン－、スズ－、ガリウム－
、マンガン－、金－および鉄を含有する合金、およびニッケル、鉄、コバルト、ステンレ
ス鋼系の超合金、Ｔｉｍｅｔａｌ（登録商標）、および鉄－マンガン－アルミニウム系の
合金を含む。複合材料では、電気抵抗性の材料は、必要なエネルギー移動の動態学および
外部の物理化学的性質に応じて、随意に断熱材料へ埋込、封入、または塗布されてもよく
、あるいはその逆であってもよい。
【００２６】
　発熱体は、内部発熱体または外部発熱体、または内部および外部の両方の発熱体を含み
うるが、ここで「内部」および「外部」は、エアロゾル形成基体を意味する。内部発熱体
は、任意の適切な形態をとりうる。例えば、内部発熱体は、加熱用ブレードの形態をとり
うる。別の方法として、内部ヒーターは、異なる導電性部分または電気抵抗性の金属チュ
ーブを持つケーシングまたは基体の形態をとりうる。別の方法として、内部発熱体は、エ
アロゾル形成基体の中心を貫通するように構成された１つ以上の加熱用の針または棒とし
うる。その他の代替物は、加熱用のワイヤまたはフィラメント、例えばＮｉ－Ｃｒ（ニッ
ケル・クロム）、プラチナ、タングステンまたは金属製のワイヤまたは加熱板を含む。随
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意に、内部発熱体は、固い担体材料内またはその上に配置しうる。こうした一つの実施形
態で、電気抵抗性のある発熱体は、温度と比抵抗の間で明確な関係を持つ金属を使用して
形成しうる。こうした模範的装置で、金属は、セラミック材料などの適切な断熱材料上に
トラックとして形成した後、ガラスなどの別の断熱材料内にはさむことができる。このよ
うに形成されたヒーターは、動作中の発熱体の加熱と、その温度の監視の両方に使用しう
る。
【００２７】
　外部発熱体は、任意の適切な形態をとりうる。例えば、外部発熱体は、ポリイミドなど
の誘電性基体上の一つ以上の柔軟性のある加熱ホイルの形態をとりうる。柔軟性のある加
熱ホイルは、基体を受けるくぼみの周辺に適合するような形状としうる。別の方法として
、外部発熱体は、金属グリッド（単一または複数）、柔軟性のあるプリント基板、成形相
互接続装置（ＭＩＤ）、セラミックヒーター、柔軟性のある炭素繊維ヒーターの形態をと
りうるほか、適切な形状の基体上にプラズマ蒸着などのコーティング技術を利用して形成
しうる。外部発熱体はまた、温度と比抵抗との間に明確な関係を持つ金属を使用して形成
される。こうした模範的装置で、金属は２層の適切な断熱材料の間のトラックとして形成
しうる。このように形成された外部発熱体は、動作時の外部発熱体の加熱およびその温度
の監視の両方に使用しうる。
【００２８】
　内部または外部の発熱体は、熱を吸収・貯蔵して、その後、ある期間にわたりエアロゾ
ル形成基体に熱を放出する能力を持つ材料を含む、ヒートシンク、または蓄熱体を含みう
る。ヒートシンクは、適切な金属またはセラミック材料など、任意の適切な材料で形成し
うる。一つの実施形態で、材料は、高い熱容量（目的に適った熱貯蔵材料）を持つか、ま
たは熱を吸収しその後で可逆的な過程（高温相変化など）を経て放出する能力を持つ材料
である。目的に適った適切な熱貯蔵材料は、シリカゲル、アルミナ、炭素、ガラスマット
、ガラス繊維、鉱物、金属または合金（アルミニウム、銀または鉛）、およびセルロース
系材料（紙など）を含む。可逆的な相変化により熱を放出するその他の適切な材料は、パ
ラフィン、酢酸ナトリウム、ナフタリン、ろう、ポリエチレンオキシド、金属、金属塩、
共晶塩の混合物または合金を含む。ヒートシンクまたは蓄熱体は、エアロゾル形成基体と
直に接するよう、かつ貯蔵した熱を基体に直かに伝達できるように配置されうる。別の方
法として、ヒートシンクまたは蓄熱体に貯蔵された熱は、金属チューブなどの熱導体の手
段によってエアロゾル形成基体に伝達されうる。
【００２９】
　発熱体は、有利なことに、伝導の手段によってエアロゾル形成基体を加熱する。発熱体
は基体と、または基体が付着している担体と、少なくとも部分的に接触するように構成さ
れうる。別の方法として、内部または外部のいずれかの発熱体からの熱は、熱伝導性要素
の手段によって基体に伝導しうる。
【００３０】
　電池は、再充電可能電池などの適切な任意の電池としうる。一つの実施形態において、
電池はリチウムイオン電池である。別の方法として、電池は、ニッケル水素電池、ニッケ
ルカドミウム電池またはリチウムベースの電池、例えばリチウムコバルト、リチウム鉄リ
ン酸塩、リチウムチタン酸またはリチウムポリマー電池でもよい。
【００３１】
　メモリーは、適切な任意の不揮発性メモリーとしうる。メモリーは、外部メモリーによ
って補完されることなく、必要に応じて使用記録を保存しうる。別の方法として、メモリ
ーは、より大きくより永久的な外部メモリーに送られる前に、使用記録のための一時的な
保存を提供してもよい。
【００３２】
　交換インジケータは、例えば、ディスプレイまたは光源など、適切な任意のインジケー
タとしうる。インジケータがディスプレイである場合、ディスプレイは、例えば、電池の
電力、温度、エアロゾル形成基体のステータス、その他のメッセージ、またはその組み合
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わせなどのシステム情報を表示するユーザーインターフェイスを備えうる。一つの実施形
態で、インジケータは、電池寿命の終わりに割り当てられたエラーコードと一貫した所定
のパターンで点滅しうる発光ダイオードである。別の方法としてまたは追加的に、交換イ
ンジケータは、例えば、拡声器などの音を発する装置としうる。別の方法としてまたは追
加的に、装置は装置を振動させるための触覚的な装置としうる。別の方法としてまたは追
加的に、インジケータは、外部装置と、または通信ネットワークと接続するための無線送
信機を含みうるが、例えば、移動電話、タブレット、またはその他の手持ち式または装着
型通信装置などの携帯用の通信装置を介して、ユーザーに電源の交換が必要であることの
警報を発する。別の方法としてまたは追加的に、インジケータは、ＵＳＢまたはその他の
接続などの有線の接続を使用して装置に接続されるコンピュータまたは携帯用通信装置を
使用して提供されうる。こうした接続が提供される場合、コンピュータまたは携帯用通信
装置によって実行されるソフトウェアによって、エラーのタイプを診断してユーザーに伝
える追加的なインジケータを提供しうる。制御回路は、インジケータにユーザーに対して
信号を直ちに発信させるようにすることで、インジケータを起動するように構成されうる
。別の方法としてまたは追加的に、制御回路は、装置が充電装置と接続された時、切り離
された時など、または装置がユーザー作動式のボタンを含む場合には、ユーザーによって
ボタンが押された時などの適切な任意の時点で、インジケータがユーザーに信号を発信さ
せるようにすることで、インジケータを起動するように構成されうる。
【００３３】
　制御回路は、エラー信号の合計数が使用記録内に格納されているエラー信号の合計数が
閾値エラー値を超えない時とは異なる形で閾値エラー値を超えない場合に、交換インジケ
ータを起動するように構成されうる。
【００３４】
　一つの実施形態で、交換インジケータは、制御回路によって起動された時に１回以上の
赤色光の点滅を発する光源である。こうした実施形態において、使用記録内に格納されて
いるエラー信号の合計数が閾値エラー値を越えない場合に、例えば、装置が充電装置に接
続されたり切断されたりした時、または、装置にユーザー作動式ボタンが含まれる場合に
、ボタンがユーザーによって押された時に、交換インジケータは制御回路によって起動さ
れ緑色光を発しうる。
【００３５】
　装置は、片手の指の間に保持するのが快適な携帯型または手持ち式の装置であることが
好ましい。装置は、実質的に円筒形の形状で、７０～１２０ｍｍの長さを持ちうる。装置
の最大直径は、１０～２０ｍｍが好ましい。一つの実施形態で、装置は多角形の断面を持
ち、一方の面に形成された突き出したボタンを持つ。この実施形態において、装置の直径
は、一方の平坦な面から反対側の平坦な面までで１２．７～１３．６５ｍｍであり、一方
の端から反対側の端まで（すなわち、装置の一方の側の２つの面の交差するところから他
方の側の交差するところまで）で１３．４～１４．２ｍｍであり、ボタンの上部から反対
側のボタンの平坦な面までで１４．２～１５ｍｍである。
【００３６】
　装置は、第一の態様によるヒーターに加えてその他のヒーターを含みうる。例えば、装
置は、エアロゾル形成物品を受けるように配置されたくぼみと、くぼみの周辺付近に位置
する外部ヒーターとを含みうる。外部ヒーターは、任意の適切な形態をとりうる。例えば
、外部ヒーターは、ポリイミドなどの誘電性基体上の一つ以上の柔軟性のある加熱ホイル
の形態をとりうる。柔軟性のある加熱ホイルは、くぼみの周辺に適合するような形状とし
うる。別の方法として、外部ヒーターは、金属グリッド（単一または複数）、柔軟性のあ
るプリント基板、成形相互接続装置（ＭＩＤ）、セラミックヒーター、柔軟性のある炭素
繊維ヒーターの形態をとりうるほか、適切な形状の基体上にプラズマ蒸着などのコーティ
ング技術を利用して形成しうる。外部ヒーターはまた、温度と比抵抗との間に明確な関係
を持つ金属を使用して形成される。こうした模範的装置で、金属は２層の適切な断熱材料
の間のトラックとして形成しうる。このように形成された外部ヒーターは、動作時の外部
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ヒーターの加熱およびその温度の監視の両方に使用しうる。
【００３７】
　本発明の第二の態様では、第一の態様によるエアロゾル発生装置と、エアロゾル形成基
体を含む１つ以上のエアロゾル形成物品とを備えたエアロゾル発生システムが提供されて
おり、１つ以上のエアロゾル形成物品は、エアロゾル発生装置のくぼみ内に受けられるよ
うに構成されている。
【００３８】
　エアロゾル形成物品は、喫煙物品としうる。動作中、エアロゾル形成基体を含む喫煙物
品は、エアロゾル発生装置内に部分的に収容されうる。
【００３９】
　喫煙物品は、実質的に円筒形の形状としうる。喫煙物品は、実質的に細長くてもよい。
喫煙物品はまた、長さと実質的に直交する長さと円周を持ちうる。エアロゾル形成基体は
、実質的に円筒形の形状としうる。エアロゾル形成基体は、実質的に細長くてもよい。エ
アロゾル形成基体はまた、長さと実質的に直交する長さと円周を持ちうる。
【００４０】
　喫煙物品の全長は、およそ３０ｍｍ～およそ１００ｍｍとしうる。喫煙物品の外径は、
およそ５ｍｍ～およそ１２ｍｍとしうる。喫煙物品は、フィルタープラグを含みうる。フ
ィルタープラグは、喫煙物品の下流端に位置しうる。フィルタープラグは、酢酸セルロー
スフィルタープラグとしうる。フィルタープラグは、一つの実施形態で長さおよそ７ｍｍ
としうるが、およそ５ｍｍ～およそ１０ｍｍの長さを持ちうる。
【００４１】
　一つの実施形態で、喫煙物品の全長は、およそ４５ｍｍである。喫煙物品の外径は、お
よそ７．２ｍｍとしうる。さらに、エアロゾル形成基体の長さは、およそ１０ｍｍとしう
る。別の方法として、エアロゾル形成基体の長さは、およそ１２ｍｍとしうる。さらに、
エアロゾル形成基体の直径は、およそ５ｍｍ～およそ１２ｍｍとしうる。喫煙物品は、外
側の紙ラッパーを含みうる。さらに、喫煙物品は、エアロゾル形成基体とフィルタープラ
グの間の分離部を含みうる。分離部は、およそ１８ｍｍとしうるが、およそ５ｍｍ～およ
そ２５ｍｍの範囲としうる。
【００４２】
　エアロゾル形成基体は固体のエアロゾル形成基体でもよい。別の方法として、エアロゾ
ル形成基体は、固体および液体の両方の構成要素を含みうる。エアロゾル形成基体は、加
熱に伴い基体から放出される揮発性のたばこ風味化合物を含む、たばこ含有材料を含みう
る。別の方法として、エアロゾル形成基体は、非たばこ材料を含みうる。エアロゾル形成
基体はさらに、高密度で安定したエアロゾルの形成を促進するエアロゾル形成体を備えう
る。適切なエアロゾル形成体の例は、グリセリンおよびプロピレングリコールである。
【００４３】
　エアロゾル形成基体が固体のエアロゾル形成基体である場合、固体のエアロゾル形成基
体は、薬草の葉、たばこ葉、たばこの茎の断片、再構成たばこ、均質化したたばこ、押し
出し成形たばこ、キャストリーフたばこおよび膨化たばこのうち１つ以上を含む、例えば
、粉末、顆粒、ペレット、断片、スパゲッティ、細片またはシートのうち１つ以上を含み
うる。固体エアロゾル形成基体は、容器に入っていない形態にすることも、または適切な
容器またはカートリッジを提供することもできる。随意に、固体エアロゾル形成基体は、
基体の加熱に伴い放出される追加的なたばこまたは非たばこ揮発性風味化合物を含みうる
。固体エアロゾル形成基体はまた、例えば、追加的なたばこまたは非たばこ揮発性風味化
合物を含むカプセルを含みうるが、こうしたカプセルは、固体エアロゾル形成基体の加熱
中に溶ける。
【００４４】
　本明細書で使用される時、「均質化したたばこ」は、粒子状たばこを凝集することによ
って形成される材料を意味する。均質化したたばこは、シートの形態としうる。均質化し
たたばこ材料は、乾燥質量で５％より多いエアロゾル形成体含有量を持ちうる。別の方法
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では、均質化したたばこ材料は、乾燥質量で約５～約３０重量パーセントのエアロゾル形
成体含有量を持ちうる。均質化したたばこ材料シートは、たばこ葉ラミナおよびたばこ葉
柄の一方または両方を粉砕またはその他で細分することによって得られた粒子状たばこを
結合することにより形成されうる。別の方法として、または追加的に、均質化したたばこ
材料シートは、例えば、たばこの処理、取り扱いおよび輸送中に形成されたたばこダスト
、たばこの微粉およびその他の粒子状たばこ副産物のうち１つ以上を含みうる。均質化し
たたばこ材料シートは、粒子状たばこの凝集を助けるために、１つ以上の本来備わってい
る結合剤（すなわち、たばこ内在性結合剤）、１つ以上の外来的な結合剤（すなわち、た
ばこ外来性結合剤）、またはその組み合わせを含みうるが、別の方法として、または追加
的に、均質化したたばこ材料シートは、たばこおよび非たばこ繊維、エアロゾル形成剤、
湿潤剤、可塑剤、風味剤、フィラー、水性および非水系の溶剤およびその組み合わせを含
むが限定されないその他の添加物を含みうる。
【００４５】
　随意に、固体のエアロゾル形成基体は、熱的に安定な担体上に提供されてもまたはその
中に包埋されてもよい。担体は、粉末、顆粒、ペレット、断片、スパゲッティ、細片また
はシートなどの形態をとりうる。別の方法として、担体は、その内部表面上、またはその
外部表面上、またはその内部および外部の表面上の両方に配置された固体基体の薄い層を
持つ、管状の担体としうる。こうした管状の担体は、例えば、紙、または紙様の材料、不
織布炭素繊維マット、質量の小さく目の粗いメッシュ金属スクリーン、または穴あきの金
属箔またはその他の任意の熱的に安定した高分子マトリクスで形成しうる。
【００４６】
　特に好ましい実施形態において、エアロゾル形成基体は均質化したたばこ材料の捲縮し
たシートの集合体を含む。本明細書に使用される「捲縮したシート」という用語は、複数
の実質的に平行した隆起またはしわを有するシートを意味する。エアロゾル発生物品が組
み立てられた時に、実質的に平行した隆起またはしわは、エアロゾル発生物品の長軸方向
軸に沿って、または平行に延びることが好ましい。これは、均質化したたばこ材料の捲縮
したシートの集合を都合よく容易にしてエアロゾル形成基体を形成する。しかし、エアロ
ゾル発生物品に含めるための均質化したたばこ材料の捲縮したシートが、別の方法として
または追加的に、エアロゾル発生物品が組み立てられた時に、エアロゾル発生物品の長軸
方向軸に鋭角または鈍角で配置される複数の実質的に平行した隆起またはしわを有しても
よいことが認識される。一定の実施形態において、エアロゾル形成基体は、実質的にその
全表面上で実質的に均一にきめのある均質化したたばこ材料のシートの集合体を含んでも
よい。例えば、エアロゾル形成基体は、シートの幅にわたって実質的に均一に間隔を置い
ている複数の実質的に平行した隆起またはしわを含む均質化したたばこ材料の捲縮したシ
ートの集合体を含んでもよい。
【００４７】
　固体エアロゾル形成基体は、例えば、シート、発泡体、ゲルまたはスラリーの形態の担
体の表面上に配置されうる。固体のエアロゾル形成基体は、担体の全表面上に沈着しても
よく、または代わりに、使用中、均一でない風味送達を提供するために一定のパターンに
おいて沈着してもよい。
【００４８】
　エアロゾル形成基体は、例えば、毛細管材料中に保持され加熱されうる液体エアロゾル
形成基体としうる。一つの実施形態で、毛細管材料は、カートリッジ内の発熱体を用いて
、または用いずに封入されうる。
【００４９】
　エアロゾル発生システムは、エアロゾル発生装置および装置と併用する１つ以上のエア
ロゾル発生物品の組み合わせである。ところが、エアロゾル発生システムは、例えば、電
気的に動作するまたは電気式エアロゾル発生装置内の搭載型電源を再充電するための充電
ユニットなど追加的な成分を含みうる。
【００５０】
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　本発明の第三の態様では、制御回路を使用してエアロゾル発生装置を制御する方法が提
供されており、装置は、エアロゾル形成基体を気化するように構成された気化器と、気化
器に接続された電池と、電池から気化器への電力供給を制御するための制御回路と、装置
の使用記録を格納するためのメモリーと、ユーザーに信号を発する交換インジケータとを
備え、方法は、装置の動作中に電池端子間で測定された電圧を閾値電圧と比較する工程と
、動作中に測定された電圧が閾値電圧よりも小さい場合に、エラー信号を生成する工程と
、エラー信号で使用記録を更新する工程と、使用記録にアクセスする工程と、使用記録の
ステータスに応じて交換インジケータを起動する工程とを含む。
【００５１】
　本発明の第四の態様では、エアロゾル発生装置用の電気回路が提供されており、装置は
、エアロゾル形成基体を気化するように構成された気化器と、気化器に接続された電池と
、電池から気化器への電力供給を制御するための制御回路と、装置の使用記録を格納する
ためのメモリーと、ユーザーに信号を発する交換インジケータとを備え、電気回路は、本
発明の第三の態様の方法を実行するよう配置されている。
【００５２】
　本発明の第五の態様では、エアロゾル形成基体を気化するように構成された気化器と、
気化器に接続された電池と、電池から気化器への電力供給を制御するための制御回路と、
装置の使用記録を格納するためのメモリーと、ユーザーに信号を発する交換インジケータ
とを備える、エアロゾル発生装置用のプログラム可能電気回路上で実行する時にプログラ
ム可能電気回路が本発明の第三の態様の方法を実行する、コンピュータプログラムが提供
されている。
【００５３】
　本発明の第六の態様では、コンピュータ可読記憶媒体が提供されており、コンピュータ
可読記憶媒体はその上に本発明の第五の態様の主張によるコンピュータプログラムを格納
している。
【００５４】
　開示について異なる態様を参照することによって説明してきたが、開示の一つの態様に
関連して説明した特徴が、開示のその他の態様に適用されうることは明らかである。その
上、本開示は、喫煙装置への参照によるものであるが、医療用吸入器タイプの装置で、本
明細書に記載した特徴、器具、および機能性を使用しうることは明瞭である。
【００５５】
　ここで本発明の実施形態を、以下の添付図面を参照しながら、例証としてのみではある
が詳細に説明する。
【図面の簡単な説明】
【００５６】
【図１】図１は、エアロゾル発生装置の概略図である。
【図２】図２は、図１に示すタイプのエアロゾル発生装置の前方端の概略的断面図であり
、ヒーターが喫煙物品に挿入されている。
【図３】図３は、時間の関数としてのエアロゾル発生装置の電池の端子間の電圧の一例を
示すグラフである。
【図４】図４は、電池の交換が必要であるかどうかを決定するための制御シーケンスを図
示したものである。
【発明を実施するための形態】
【００５７】
　図１で、電気加熱式のエアロゾル発生システム１００の実施形態の構成要素を簡略化さ
れた方法で示す。特に、電気加熱式エアロゾル発生システム１００の要素は、図１では等
尺度では表示されていない。本実施形態の理解に関連性のない要素は、簡略された図１で
は省略されている。
【００５８】
　電気加熱式エアロゾル発生システム１００は、ハウジング１０およびエアロゾル形成物
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品２０（例えば、たばこスティック）を持つ、エアロゾル発生装置を備える。エアロゾル
形成物品２０は、ハウジング１０内で押されてヒーター３０と熱的に近接した状態になる
エアロゾル形成基体を含む。エアロゾル形成基体は、多様な揮発性化合物を異なる温度で
放出する。電気加熱式エアロゾル発生システム１００の最大使用温度を制御することによ
り、望ましくない化合物の選択的な放出が、選択した揮発性化合物の放出を阻止すること
により制御されうる。
【００５９】
　ハウジング１０内には、電気エネルギー供給源４０、例えば再充電可能リチウムイオン
電池がある。制御回路５０は、ヒーター３０、電気エネルギー供給源４０、交換インジケ
ータ６０（例えば、光、ディスプレイ、または可聴アラーム）、およびメモリー７０に接
続されている。制御回路５０は、その温度を調節するためにヒーター３０に供給される電
力を制御する。一般に、エアロゾル形成基体は、摂氏２５０～４５０度の温度に加熱され
る。
【００６０】
　図２は、図１に示すタイプのエアロゾル発生装置の前方端の概略的断面図であり、ヒー
ター３０がエアロゾル形成物品２０内に挿入されており、この実施形態では喫煙物品であ
る。エアロゾル発生装置は、ユーザーによるエアロゾル形成物品２０の消費のためにエア
ロゾル形成物品２０と係合して図示されている。
【００６１】
　エアロゾル発生装置のハウジング１０は、消費のためにエアロゾル発生物品２０を受け
るための近位端（または口側の端）で開かれたくぼみを画定する。くぼみの遠位端は、ヒ
ーター３０およびヒーターマウント３４を備えた加熱組立品３２全体にわたる。ヒーター
３０は、ヒーターの有効な加熱領域がくぼみ内に位置するように、ヒーターマウント３４
によって保持される。ヒーター３０の有効な加熱領域は、エアロゾル発生物品２０が完全
にくぼみ内に受けられている時にエアロゾル発生物品２０の遠位端内に位置する。
【００６２】
　ヒーター３０は、先端で終わっているブレードの形態に成形される。すなわち、ヒータ
ーの長さ寸法はその幅寸法よりも大きく、これはその厚さ寸法よりも大きい。ヒーターの
第一および第二の面は、ヒーターの幅および長さによって画定される。
【００６３】
　図２に示す模範的エアロゾル形成物品は、以下の通り説明できる。エアロゾル発生物品
２０は、エアロゾル形成基体２２、支持要素（中空管２４など）、移動セクション２６、
およびマウスピースフィルター２８の４つの要素を含む。これら４つの要素は順に同軸の
配置で並べられ、紙巻たばこ用紙２９によって組み立てられ、ロッドを形成する。組み立
てられた時、エアロゾル形成物品は長さ４５ミリメートルおよび直径７ミリメートルであ
る。
【００６４】
　エアロゾル形成基体は、フィルター紙（図示せず）で包まれてプラグを形成する捲縮し
たキャストリーフたばこの束を含む。キャストリーフたばこは、グリセリンなどの１つ以
上のエアロゾル形成体を含む。
【００６５】
　中空管２４は、エアロゾル形成基体２２にすぐ隣接して位置し、酢酸セルロースの管で
形成される。管２４は、直径が３ミリメートルの開口部を画定する。中空管２４の一つの
機能は、エアロゾル形成基体２２をヒーターと接触できるようにロッドの遠位端に向けて
位置付けることである。中空管２４は、ヒーターがエアロゾル形成基体２２に挿入された
時にエアロゾル発生基体２２がロッドに沿ってマウスピース方向に強制されないようにす
る役目をする。
【００６６】
　移動セクション２６は、長さ１８ミリメートルの薄壁のチューブを含む。移動セクショ
ン２６は、揮発性物質がエアロゾル形成基体２２から放出されて物品に沿ってマウスピー
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スフィルター２８に向かって通過できるようにする。移動セクション内で揮発性物質を冷
却してエアロゾルを形成することもできる。
【００６７】
　マウスピースフィルター２８は、酢酸セルロースから形成され、およそ７．５ミリメー
トルの長さを持つ、従来的なマウスピースフィルターである。
【００６８】
　上記で特定した要素が、紙巻たばこ用紙２９内にきつく包まれることにより組み立てら
れる。この具体的な実施形態での紙は、標準的な属性または分類を持つ標準的な紙巻たば
こ用紙である。この具体的な実施形態での紙は従来的な紙巻たばこ用紙である。紙とそれ
ぞれの要素との間の界面は、要素を位置付け、かつエアロゾル形成物品２０を画定する。
【００６９】
　エアロゾル発生物品２０がくぼみ内に押し込まれると、ヒーター３０の先細りした先端
がエアロゾル形成基体２２と係合する。エアロゾル形成物品に力を加えることで、ヒータ
ーはエアロゾル形成基体２２内に入り込む。エアロゾル形成物品２０がエアロゾル発生装
置と適切に係合すると、ヒーター３０はエアロゾル形成基体２２に挿入される。ヒーター
が作動する時、エアロゾル形成基体２２は温められ、揮発性物質が発生または放出される
。ユーザーがマウスピースフィルター２８を吸うと、空気がエアロゾル形成物品に引き込
まれ、揮発性物質が凝縮して吸入可能なエアロゾルを形成する。このエアロゾルは、エア
ロゾル形成物品のマウスピースフィルター２８を通過し、ユーザーの口に入る。
【００７０】
　図３は、エアロゾル発生装置１００の使用時の電気エネルギー供給源４０の端子間の電
圧を時間の関数として示すものである。曲線３００は、電気エネルギー供給源４０が新し
い時の電圧である。曲線３０５は、電気エネルギー供給源４０がその有効寿命の終わりに
接近した時の電圧である。どちらの曲線３００および３０５でも、顕著な初期的な電圧降
下の後にわずかな安定した電圧の減少が続くことが図示されている。曲線３０５で見られ
るように、電気エネルギー供給源４０が消耗している時には電圧降下はより大きい。これ
は、電気エネルギー供給源４０内の内部抵抗が増大するためである。
【００７１】
　図４は、電気エネルギー供給源が交換を必要とするかを診断し、交換が必要な場合にユ
ーザーに通知するための、制御回路によって遂行できる制御プロセスの一例を示す。プロ
セスは、エアロゾル発生装置１００が使用されるたびに工程４００で開始される。工程４
０５で、制御回路５０は、エアロゾル発生装置１００使用中の電気エネルギー供給源４０
の端子間での電圧（「Ｖ」）を測定し、これを電圧の閾値と比較して任意の時点で閾値電
圧を下回っていないかどうかを監視する。電圧の閾値を、図３では破線３１０で示す。Ｖ
が装置１００の作動中または「実行」中の任意の時点で閾値電圧よりも下がった場合、プ
ロセスは決定工程４１０で示される通り工程４１５に移る。工程４１５で、制御回路５０
は、メモリー７０内に格納する「エラーなし」信号を生成する。Ｖが特定の実行中の任意
の時点で閾値電圧よりも下がった場合には、プロセスは代わりに工程４２０に移り、ここ
で制御回路５０が電気エネルギー供給源４０からヒーター３０への電力供給をゼロに減少
させる。次にプロセスは工程４２５に移り、ここで制御回路５０は、電気エネルギー供給
源４０での低電圧によって実行が中止されたことを示す「低電圧エラー」信号を生成し、
信号がメモリー７０内に格納される。プロセスの工程４１５および４２５中に、毎回の装
置の使用についてメモリー７０内に格納された「エラーなし」および「低電圧エラー」信
号が組み合わされて、装置１００の使用記録を生成する。使用記録は、低電圧によって装
置１００の実行が中止された回数、および何もエラーを経験することなく遂行された回数
を示す。電気エネルギー供給源４０が消耗するにつれて、中止された実行の回数は増える
ことが見込まれ、これが装置の最新の実行中の「低電圧エラー」信号の量によって示され
ることになる。工程４３０で、制御回路５０はメモリー７０内の使用記録を参照して、装
置の所定回数の実行（「Ｎ」）中に、「低電圧エラー」信号（「Ｘ」）の量がエラー信号
の閾値の数を越えたかどうかを判断する。工程４３５で、プロセスはＸがエラー信号の閾
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値数を越えたかどうかに応じて分岐する。Ｘがエラー信号の閾値数を越えた場合、プロセ
スは制御回路５０が交換インジケータ６０を起動してユーザーに対して電源４０の交換が
必要であることを発信する工程４４０に移る。これでプロセスは工程４４５で終了する。
「低電圧エラー」信号の数（Ｘ）が閾値を超えない場合、制御回路５０は、電気エネルギ
ー供給源４０の有効寿命がまだ期限切れとなっていないと判断し、プロセスは交換インジ
ケータ６０を起動することなく工程４４５で終了する。
【００７２】
　制御回路５０が電気エネルギー供給源４０の交換が必要かどうかを診断して、ユーザー
に信号を発できるようにするだけでなく、メモリー７０内に格納された使用記録は、例え
ば、ウェブアプリケーションを経由して使用記録を表示できるようにするなど、外部装置
でも利用できるようになればユーザーにとって有用でもある可能性がある。エアロゾル発
生装置１００は、外部装置に接続して、使用記録が外部装置に出力されるようにし、また
恐らくはさらにその他の外部処理またはデータ記憶装置にリレーされるための適切な任意
のデータ出力手段を含みうる。例えば、エアロゾル発生装置１００は、制御回路５０に接
続された無線通信機またはユニバーサルシリアルバス（ＵＳＢ）ソケットを含みうる。別
の方法として、エアロゾル発生装置１００は、エアロゾル発生装置が再充電された時に、
使用データをメモリー７０から電池充電装置内の外部メモリーへと移動するように構成さ
れうる。電池充電装置は、より長時間にわたる使用データの保存用により大きなメモリー
を提供でき、また、その後で適切なデータ処理装置に、または通信ネットワークに接続で
きる。
【００７３】
　上述の例示的な実施形態は例証するが限定はしない。上記で考察した例示的な実施形態
に照らすことにより、上記の例示的な実施形態と一貫したその他の実施形態は今や当業者
には明らかとなろう。

【図１】

【図２】

【図３】
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